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令和６年１２月１０日 

警 察 本 部



議案第149号　工事請負契約の変更について

工 事 名 大台警察署庁舎棟ほか建築工事

施 工 場 所 多気郡大台町上三瀬字油谷８７７－５

契 約 の 金 額
変更前　１，１６６，０００，０００円（消費税等含む） 

変更後　１，１８６，４９７，５６５円（消費税等含む）

請 　 負 　 者 松阪市中央町３０６番地１ 

 　北村組・丸亀産業特定建設工事共同企業体 

住所及び氏名 　代表者　株式会社北村組 

　　　　　取締役社長　北村　浩文

契 約 工 期 令和５年１０月２０日から令和７年１月１４日

工事内容  変更理由 

  

建築工事  　建設工事請負契約書第26条第6 

・庁舎棟  項（インフレスライド条項）に基

　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造3階建  づき、請負者から賃金等の変動に

 　延べ面積2,553.34㎡（新築）  よる契約金額の変更請求があり、

・附属棟1  工事請負契約における契約金額の

　 鉄骨造　平屋建  増額変更を行うものである。

   延べ面積178.75㎡（新築） 

 

　上記に係る建築工事一式

契約の方法 随意契約

 

                                                                   資料１　
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【議案第 149 号】     位置図 
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工事箇所 
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令和６年の犯罪情勢（令和６年10月末時点） 
１　刑法犯 
　　刑法犯認知件数は9,264件、前年と比べ13.2%の増加 
　　窃盗犯の認知件数は6,190件で刑法犯の66.8%を占め、前年と比べ8.0%の増加 

認知件数(件) 検挙件数(件) 検挙率(％) 検挙人員(人)
刑法犯 9,264(1,078) 2,777(-145) 30.0(-5.7P) 1,855(143)
窃盗犯 6,190(  456) 1,584(-252) 25.6(-6.4P) 869(-23)

　※　表中の数値は暫定値で、括弧内は前年同期比の増減値(以下同じ。) 
 
２　重要犯罪・重要窃盗犯 
　　重要犯罪の認知件数の内訳は、殺人７件(前年同期比+４件)、強盗９件(同-６件)、
　放火１件(同-６件)、不同意性交等34件(同+13件)、不同意わいせつ46件(同-２件)、
　略取・誘拐及び人身売買３件(同+１件) 
　　重要窃盗犯の認知件数の内訳は、侵入窃盗1,038件(前年同期比+68件)、自動車盗60 
　件(同-39件)、すり３件（同±０件）、ひったくり１件(同-４件)

認知件数(件) 検挙件数(件) 検挙率(％) 検挙人員(人)
重 要 犯 罪 100(4) 73(7) 73.0(4.2P) 62(4)
重要窃盗犯 1,102(25) 324(-61) 29.4(-6.3P) 68(6)

 
３　特殊詐欺 
　　前年同期と比べ、認知件数、被害額ともに増加 
　　手口別では、架空料金請求詐欺の認知件数が137件(前年比+16件)で最多（全体の約５割）

認知件数(件) 被害額(約-万円) 検挙件数(件) 検挙人員(人)
特殊詐欺 278(47) 88,890(28,740) 52(14) 18(4)

 
４　ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺 
　　前年同期と比べ、認知件数は190件増の257件、被害総額は約18億7,550万円増の 
　約23億7,660万円と、極めて深刻な状況

認知件数(件) 被害額(約-万円) 検挙件数(件) 検挙人員(人)
ＳＮＳ型投資詐欺 154(92) 165,960(116,450) 13( 2) 3(-2)

ＳＮＳ型ロマンス詐欺 103(98)  71,710( 71,100) 0(±0) 0(±0)
合計 257(190) 237,660(187,550) 13( 2) 3(-2)

 
５　暴力団犯罪 
　　主な検挙罪種は、刑法犯が詐欺（16人）、暴行・窃盗（各６人）、特別法犯が覚醒剤 
　取締法違反(19人) 

 検挙人員(人) うち刑法犯(人) うち特別法犯(人)
暴力団犯罪 67(8) 43(8) 24(±0)

 
６　薬物事犯 
　　検挙人員の年代別は、覚醒剤取締法違反の最多が30歳代(17人)、大麻取締法違反の 
　最多は20歳代(８人)

検挙件数(件) 検挙人員(人)
覚醒剤取締法違反 90(18) 59( 9)
大麻取締法違反 46(11) 22(-3)

 
７　来日外国人犯罪 
　　主な検挙罪種は、刑法犯が窃盗(60件40人)、特別法犯は、出入国管理及び難民認定
　法違反(37件20人) 
 検挙件数(件) うち刑法犯(件) うち特別法犯(件)

来日外国人犯罪
 184(-9) 111(-25) 73(16)

検挙人員(人) うち刑法犯(人) うち特別法犯(人)
122( 1) 82( -4) 40( 5)

 
                                  資料２
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資料３ 

犯罪対策 
 
１　ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の被害防止対策 
（1） 金融機関等との連携強化 
（2） 各種媒体を活用した広報啓発の推進 
　　　ターゲティング広告を活用した直接的、能動的な注意喚起等 
（3） 劇団員の演劇による注意喚起・広報啓発の推進 
 

【認知件数、被害額（暫定値）】 
 
 
 
 
 
 
 
※　令和５年までの数値は「投資等詐欺」であり、令和６年以降の「ＳＮＳ型投資
・ロマンス詐欺」とは統計方法が異なります。（令和５年までの数値は参考数値です。） 

 
２　犯罪実行者募集情報（いわゆる「闇バイト」）対策  
（1） 広報啓発（効果的な呼び掛け）・適切な保護措置の推進 

○　チラシの配布による広報啓発 
○　ターゲティング広告を活用した直接的・能動的な注意喚起 
○　商業施設等のデジタルサイネージを活用した動画放映による広報啓発 
○　対象者等（応募者・家族等）に対する適切な保護措置 

（2） 様々な機会（非行防止教室など）を捉えた周知・広報啓発等の推進 
○　アルバイト感覚で少年を犯罪に加担させないための注意喚起 
○　学校現場からはリーチできない層（有職・無職少年）対象の広報啓発 

（3） サイバーパトロールを通じた警告活動 
○　ＳＮＳ上の不適切な書き込みに対する指導・警告の実施 

（4） 街頭防犯カメラ等の設置促進 
○　設置・運用による犯罪の未然防止・早期解決、保護対策の徹底 

 
　　　【ターゲティング広告】　 　　【犯罪実行者募集情報加担防止の広報チラシ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

  

R1 R2 R3 R4 R5 R5.10 R6.10 前年同期比

4 3 11 21 119 67 257 ＋190

6,820 1,430 5,320 27,970 115,970 50,110 237,660 ＋187,550

認知件数

被害額（約　万円）
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資料４ 

交通安全対策 

 

１　県内の交通事故情勢（暫定値）　 

区　分 令和６年10月末 令和５年10月末 増　減 増減率

 人身事故件数 2,259 2,447 -188 -7.7％

死亡事故件数 36 49 -13 -26.5％

 死傷者数 2,828 3,166 -338 -10.7％

死 者 数 36 50 -14 -28.0％

負 傷 者 数 2,792 3,116 -324 -10.4％

 物件事故件数 43,365 42,599 +766 +1.8％

 総 事 故 件 数 45,624 45,046 +578 +1.3％

 

２　マイナンバーカードと運転免許証の一体化の運用（令和７年３月24日開始） 

　⑴　県内の免許情勢（暫定値） 

 

 

 

 

 

 

　⑵　概要 

　　　運転免許を新たに受けようとする方や既に運転免許証を所持している方は、

免許情報をマイナンバーカードに記録して、マイナンバーカードと運転免許証

 の一体化（以下「マイナ免許証」という。）をすることができます。

　　ア　選択可能となる保有方法　　　　　　             【マイナ免許証】 

     　○　マイナ免許証のみ

 　　　○　マイナ免許証と運転免許証の２枚

 　　　○　運転免許証のみ

　　イ　マイナ免許証のメリット 

 　　　○　住所変更等の手続きのワンストップ化

   　　○　オンライン講習(優良・一般運転者講習)が受講可能  【運転免許証】

     　○　運転免許証を同時に携帯する必要がない

 　　ウ　手続き場所

 　　　　運転免許センター及び県下18警察署

　⑶　今後の取組 

     ア　関係機関・団体と連携した制度の周知・広報

 　　イ　研修会や業務マニュアルの作成による事務手続きの複雑化への対応

　⑷　その他の取組 

 　　ア　外国人の運転免許試験受験者に対する適切な対応

 　　イ　ＡＴ限定大型免許等の導入に伴う運転免許試験車両の整備

免許情報

免許保有者数
(令和６年10月末)

14,735 144,068 164,131 214,162 246,630 104,792 349,313 1,237,831 28,238

構成率 1.2% 11.6% 13.3% 17.3% 19.9% 8.5% 28.2% 100.0% 2.3%

区分
16歳
　～19歳

60歳
　～64歳

65歳以上
(高齢者)

合計 外国人20歳代 30歳代 40歳代 50歳代
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